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１．利用者負担割合・高額介護サービス費

（前回改正及び現状）

○ 平成26年の介護保険法改正において、保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、現役世代に過度な
負担を求めず、高齢者世代内において負担の公平化を図っていくため、一定以上所得のある方につ
いて負担割合を２割とするとともに、高額介護サービス費の上限について、特に所得が高い、高齢者
医療制度における現役並み所得に相当する所得がある方については、37,200 円（世帯）から医療保
険の現役並み所得者の多数回該当と同じ水準である44,400 円（世帯）とされたところ。

○ 制度施行後の実績をみると、２割負担に該当するのは、在宅サービス利用者のうちの9.7％、
特別養護老人ホーム入所者のうちの4.1％、介護老人保健施設入所者のうちの6.2％となってい
る（平成28年２月サービス分データ）。
また、サービス毎の受給者数をみると、平成27年８月の施行前後において、対前年同月比の
傾向に顕著な差は見られない。

○ また、実質負担率は、平成18年度は約7.7％だったが、高額医療合算介護サービス費の創設等によ
り、平成26年度は約7.2％に低下していたところ、制度改正後の直近の実質負担率は平均で約7.7％と
なっている。

現状・課題

1

利用者負担のあり方



（経済財政運営と改革の基本方針2015 における記載等）

○ 経済・財政再生アクション・プログラム（平成27年12月24日経済財政諮問会議）においては、利用者
負担のあり方について、以下のとおり記載されている。
・ 医療保険における高額療養費制度及び介護保険における高額介護サービス費制度の見直しに
ついて、関係審議会等において具体的内容を検討し、2016年末までに結論を得て、その結果に基
づいて速やかに必要な措置を講ずる。
・ 介護保険における利用者負担の在り方について、関係審議会等において検討し、2016年末まで
に結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずる（法改正を要するものに係る2017年通常
国会への法案提出を含む）。

○ また、医療保険制度における患者負担についてはこれまで累次の改正が行われており、70歳以上
の方については、平成14年10月から現役並み所得者の負担割合を２割に引き上げ、平成18年10月か
らこれを３割としている。さらに、70～74歳の方について、平成26年４月２日以降に70歳の誕生日を迎
える方の患者負担を２割とした。

○ 介護保険制度の高額介護サービス費の限度額は、制度創設時の医療保険の高額療養費制度を踏
まえて設定されている。医療保険制度における高額療養費についてはこれまで累次の改正が行われ
ており、70歳以上の方については、平成18年10月からは、一般区分（住民税世帯非課税以外の方）の
上限額及び現役並み所得区分の多数回該当の上限額が、44,400円とされている。

○ 現在、社会保障審議会医療保険部会において、世代間の公平、負担能力に応じた負担等の観点を
踏まえた高額療養費制度の見直しについて議論が行われているところ。

現状・課題
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○ 利用者負担割合については、軽度者が支払う利用者負担額が、中重度者が支払う利用者負担額と
均衡する程度まで、要介護区分ごとに、軽度者の利用者負担割合を引き上げるべきとの指摘がある。
また、高額介護サービス費については、高額療養費制度と同水準まで利用者負担の月額上限を引き
上げるべきとの指摘がある。

（８月19日介護保険部会における主なご意見）

○ ８月19日の介護保険部会においては、主に以下のような意見があった。
・ 負担能力に応じた負担となるようにしていくべきではないか。
・ 医療保険制度における患者負担割合や高額療養費との整合性をとるべきではないか。
・ サービスの利用控えや家計への負担に配慮しつつ検討していくべきではないか。
・ 介護サービスの利用が長期間となることを考えると、医療保険制度と並びをとる必要はないのでは
ないか。

２．補足給付

○ 補足給付への不動産勘案については、平成25年の介護保険部会では、引き続き検討を続けていく
ことが必要とされた。

○ その後に厚生労働省において行った調査研究事業では、
・ 認知症の方を含む高齢者との契約支援の仕組み、自治体による不動産担保貸付等の説明や意思
確認、不動産評価、利用者の死後における競売手続等、実務的課題

現状・課題
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・ 金融機関にとっての市場規模や費用対効果
・ 土地の価格分布や、サービスを提供する金融機関等に係る地域格差
等の課題が指摘されたところ。

○ ８月19日の介護保険部会においては、主に以下のような意見があった。
・ 自治体の事務負担、民間金融機関等の参入の担保、費用対効果等について、実務的に実施が可
能であるかを充分に議論するべきではないか。
・ まだ課題が多いものの、今後の導入に向けて、引き続き調査分析・検討を続けていくべき。

現状・課題
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○ 高齢化の進展に伴い、40～64歳の第２号被保険者及び65歳以上の第１号被保険者の保険料水準
の上昇が見込まれる中で、世代間・世代内の公平性を確保しつつ、今後の介護保険制度の持続可能
性を高める観点から、サービスを利用する方の負担のあり方についてどのように考えるか。

（利用者負担割合）

○ 利用者負担割合については、平成27年８月から一定以上所得者については２割負担を導入したとこ
ろである。制度の施行状況や、医療保険における患者負担割合を踏まえ、こうした利用者負担割合の
あり方についてどのように考えるか。
要介護認定が軽度である者について、利用者負担を引き上げるべきとの指摘があるが、どのように
考えるか。
また、８月19日の介護保険部会において、負担能力に応じた負担となるようにしていくべきとのご意
見があったが、具体的にどう考えるか。

（高額介護サービス費）

○ 高額介護サービス費については、平成26年改正では基本的に据え置きとしつつ、２割負担の導入に
伴い、特に所得の高い層のみ、上限の引上げを行ったところである。制度の施行状況や、医療保険に
おける自己負担額の上限額を踏まえ、高額介護サービス費のあり方についてどのように考えるか。
例えば、医療保険の高額療養費制度を踏まえ、現在の一般区分の負担上限額を37,200円から
44,400円に引き上げるべきとの指摘があるが、どのように考えるか。

（補足給付）

○ 補足給付の不動産勘案については、一定額以上の宅地を保有している場合には、資産として活用
することについて、民間金融機関が実施するリバースモーゲージ等における知見の蓄積、成年後見
制度の普及等の状況も踏まえつつ、将来的な課題として引き続き検討を深めてはどうか。

論点
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